
第22回 物流連懇談会 資料

サステナブルな物流の実現に向けて

代表取締役社長 長尾 裕



自己紹介

１９８８年 ３月 高崎経済大学経済学部 卒業

１９８８年 ４月 ヤマト運輸株式会社入社

２００４年 ４月 山口主管支店長

２００６年 ４月 埼玉主管支店長

２００９年 ２月 ＴＳＳ営業推進室長

２０１０年 ４月 執行役員 関東支社長

２０１３年 ４月 常務執行役員

２０１５年 ４月 ヤマト運輸株式会社 代表取締役社長

２０１９年 ４月 ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社長

２０２１年 ４月 ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社長

兼 ヤマト運輸株式会社 代表取締役社長



ヤマトは創業以来イノベーションの企業



社会の変化、消費行動の変化への対応

1 9 6 3年占部都美「危ない会社」

1 9 6 0年大阪線 8ｔトラック



INNOVATION

「宅急便」が創出したイノベーション



オンラインでの消費体験が拡大

消費行動の変化とともに、モノの売り方が変化

インターネット、新型コロナが変えた社会・経済・暮らし



『物流』への期待の高まり

暮らしやビジネスの変化に対応し、

変化の先を行く物流へ



経営構造改革プランに基づく現中期計画（2021～2023）



ヤマトの経営資源



お客さまに向き合うOneヤマトの経営体制



End to Endで価値を提供するビジネスパートナーへ

Best Partner



従来の宅配にとどまらない価値提供

New Value



サステナブルな物流や社会を目指して

Sustainability



サステナブル経営に

取り組む意義



「社会の公器」としての企業

ステークホルダーの評価

ビジネスチャンス

リスク管理

企業価値向上

時代の要請（SDGs／ESG）への対応

「社訓」・「経営理念」を体現した経営を実行し、ステークホルダーの満足を実現

サステナビリティ／ESGを組み込んだ事業活動＝サステナブル経営が必要



コーポレート・ガバナンス向上のための取り組み

取締役会 監査役会 指名報酬委員会

■独立社外取締役

5名56%

■社内取締役

4名44%

議長：

社外取締役

委員長：

社外取締役

■社外監査役

3名60%

■社内監査役

2名40%

■独立社外取締役

5名83%

■社内取締役

1名17%

2003/6～ 取締役の任期を1年に短縮

2005/6～ 社外取締役の選任

2015/6～ 取締役の3分の1以上を独立社外取締役に選任

2017/6～ 女性独立社外取締役の選任

2020/6～ 取締役の過半数を独立社外取締役に選任

2022/6～ 取締役会議長に独立社外取締役を選任

社内取締役4名 独立社外取締役5名（女性1名含む）



サステナビリティ推進体制

ヤマトグループ環境委員会

ヤマトグループ環境部会

ヤマトグループ社会領域推進委員会

ヤマトグループ社会領域部会

ヤマトホールディングス 取締役会

環境委員会

地域環境委員会

主管支店環境委員会

ヤマト運輸

環境委員会

グループ各社

代表取締役社長を委員長とし、ヤマト運輸役員と主要グループ会社社長を構成員とする

「ヤマトグループ環境委員会」と「ヤマトグループ社会領域推進委員会」を設置



ヤマトグループ サステナブル中期計画【環境・社会】

■環境ビジョン

「つなぐ、未来を届ける、グリーン物流」

■社会ビジョン

「共創による、フェアで、

“誰一人取り残さない”社会の実現への貢献」



環境中期計画2023 4つのマテリアリティ



ヤマトグループ環境方針 2021年策定

ヤマトグループは、将来にわたり豊かな社会を支える企業として、環境保護に寄与する事業活動を行いま

す。持続可能な社会的インフラとして、環境に配慮した商品・サービスを提供し、現代そして将来の世代

の生活基盤である地球環境を守り、健康で豊かな社会の実現に貢献します。

1．環境負荷の低減と汚染の予防

2．持続可能な商品・サービスの提供

3．環境マネジメントとコンプライアンス

4．連携とコミュニケーション



GHG排出量削減

2050年GHG自社排出実質ゼロ

2030年48％削減（2020年度比）

EV導入20,000台、太陽光発電設備810基、ドライアイス使用ゼロ、再エネ由来電力使用70%



エネルギーマネジメントの実現

EV充電・施設電力使用

🔁

再エネ・畜エネ・省エネ



低炭素車・EVの導入

2011年以降あらゆるモビリティを

低炭素車両へシフト

Honda新型軽商用EV

2023年6月実用性の検証を開始

燃料電池大型トラックの走行実証

2023年開始予定

三菱ふそうeCanter2017年 いすゞ自動車EVウォークスルートラック 2020年 日野自動車超低床小型BEVトラック2022年



CJPTとカートリッジ式バッテリーの

規格化・実用化に向けた検討を開始

グリーンデリバリー実現に向け電動車普及を促進

1．BEV導入コスト低減

2．充電時間確保に関する負担軽減

3．物流ダウンタイム削減

4．電力需要平準化

NEDO「GI事業基金」でグリーンデリバリーの実現

に向けたEVの導入・運用について採択

実証地域：群馬県全域

実証期間：2022年度～2030年度（予定）

実証内容：1．EV運用オペレーションの最適化

2．充電電力平準化システムの開発

3．拠点間電力融通

エネルギーマネジメントに向けた取り組み

電力需要ピーク

夜間

電力需要平準化カートリッジ式バッテリー

電力確保
(再生可能エネルギー)



環境領域における取り組み

TCFD提言への賛同表明

同提言に基づき事業活動に影響を及ぼす

気候変動のリスクと機会について情報を開示

GHG排出量の

世界共通基準の検討を開始

世界共通算定基準の検討など

環境分野での協力に向けた基本合意書を締結

国際規格「ISO 14083:2023」※に準拠した

GHG排出量の可視化

※2023年3月20日に発行された

物流領域におけるGHG排出量算定基準



各種モーダルシフトの取り組み

モーダルシフトを活用した

GHG排出量削減の取り組み



社会中期計画2023 6つのマテリアリティ



ヤマトグループ人権宣言 2021年策定

ヤマトグループは、社会的インフラ企業として、豊かな社会の実現に持続的に貢献することを使命としてい

ます。お客様、ビジネスパートナー*、地域社会、国内外で働く従業員など、多様なステークホルダーと協力

し事業を営む中で、人権を尊重することは企業としての責務と認識しています。そして、ディーセント・ワーク

の達成による“誰一人取り残さない”社会の実現に向け、人権を尊重し多様性を認め合う社会づくりに貢

献していきます。

ヤマトグループは、「国連グローバル・コンパクト10原則」に賛同し、「国際人権章典」ならびに人権に関する

国際条約、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」等のガイドラインを尊重しています。また、国際労働

機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」に記された結社の自由及び団体交

渉権、強制労働や児童労働の禁止、差別の禁止を遵守するべきものとして理解しています。

私たちの人権尊重に関する基本方針を「ヤマトグループ人権方針」と定め、本方針に基づき、人権尊重

の取り組みを進めていきます。

*お取引先、集配委託先、輸送パートナーなどが含まれます。



人事制度改革

【組織・要員】

社員が創出する

付加価値の最大化

【雇用管理・業務プロセス】

働きやすい職場づくリ

【人材マネジメント】

社員のキャリア成長・

スキルセットの向上

【労働時間】

多様な人材が

活躍できる

職場環境の整備

【職場管理・組織風土】

多様性尊重の実践



障がい者雇用の促進

障がい者の方が働ける機会を増やすため

グループ全体で雇用促進や就労支援に取り組む

障がい者雇用率：ヤマトグループで2.62%（2022年3月時点）



ヤマトグループ独自の「ユニバーサルマナー検定」

日々の業務に即したヤマトグループ独自の

「ユニバーサルマナー検定」を開発

障害のある方のお困りごとや適切なサポート

荷物の受け取り・発送する場面などを想定した独自のカリキュラム



公益財団法人ヤマト福祉財団

障がいのある人々の

「自立」と「社会参加」支援

小倉昌男（初代理事長）が

個人資産の大半を寄付して設立

ヤマト福祉財団小倉昌男賞贈呈式



障がい者の自立支援 スワンベーカリー

スワンベーカリー銀座店（現在改装中）

1998年6月

スワンベーカリー銀座店（直営店第1号店）オープン

直営店5店舗、フランチャイズ店20店舗を軸に

300名以上の障がい者が就労



ソーシャルビジネス IoT電球を活用した見守りサービス

リアルネットワークと、デジタル技術「IoT電球：ハローライト」を活用し、

独居世帯の増加や地域の見守りを担う人手が不足する課題を起点にしたサービスを提供



ソーシャルビジネス 地域の持続的な医薬品輸送の課題解決

自治体、病院、調剤薬局、医薬品卸、通信･ネットワーク事業会社と連携

新たな輸送モードであるドローンを活用

地域の持続可能な医薬品ネットワーク構築を目指す



外部環境変化への対応

「パートナーシップ推進室」を新設

取引先パートナーとの関係を強化

外部環境変化による影響を毎年度

適時適切に反映させるため届出運賃等を改定



経営理念（Purpose）



社訓



ご清聴ありがとうございました。


